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国土交通省 自動運転社会実現本部の設置について

設置日：令和８年１月２２日
目 的：自動運転社会の早期実現に向けた取組を強力に推進するとともに、

自動運転の普及に伴う社会変容に的確に対応
本部長：国土交通大臣
本部員：国土交通副大臣、国土交通大臣政務官、ほか関係局長等
事務局：物流・自動車局、道路局
その他 ：実務検討は、自動運転社会の近未来像検討ワーキンググループ（課長級）により実施

＜構成員＞総合政策局、都市局、道路局、物流・自動車局の関係課室

国土交通省自動運転社会実現本部

第1回自動運転社会実現本部（1月22日）の様子

自動運転トラック等の視察（令和8年1月22日＠国土交通省１F駐車場）の様子

○ 国土交通省では、自動運転社会の早期実現に向けた取組を強力に推進するとともに、自動運転の普及に伴
う社会変容に的確に対応するため、令和８年１月22日、「国土交通省自動運転社会実現本部」を設置。

○ 会議に先立ち、金子大臣、佐々木副大臣、酒井副大臣、永井政務官は、いすゞ自動車（株）及び（株）T2の自
動運転トラック、トヨタ自動車（株）の自動運転対応EV車両（e-Palette）を視察。
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自動運転の普及に伴う社会変容への対応について

バス、タクシー、公共ライドシェアへの自
動運転の実装による「交通空白」の解消

都市部におけるロボタクシーの普及によ
る利便性向上

自動運転トラック及び自動物流道路の実
装による物流効率化

道路交通の安全性・円滑性の向上

自動車ユーザーの「所有」から「利用」（サ
ブスク等）への利用形態の変化

産業構造の変化

まちづくり、都市構造への影響

道路空間への影響

運転手の労働力供給の転移・仕事内容の
変化

他の交通機関との分担の変化

（解決が期待される課題） （想定される社会変容）

自動運転社会の実現

公共交通では、
L4自動運転が主流

高速道路を走行する長距離トラックでは、
L4自動運転が主流

自家用車では、
L2++自動運転以上が主流
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国土交通省 自動運転社会実現本部の今後の進め方（案）

ワーキンググループ自動運転社会実現本部
１月

２月

３月

４月

５月

６月

＜１月２２日＞

第１回自動運転社会実現本部

ワーキンググループ
（２回程度開催）

第２回自動運転社会実現本部
（中間取りまとめ素案）

＜上旬＞

ワーキンググループ
（２回程度開催）

＜上旬＞

第３回自動運転社会実現本部
（中間取りまとめ案）
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第1４回 モビリティWG

5

・神奈川県横浜市
・大阪府堺市
・兵庫県神戸市

・茨城県日立市
・長野県塩尻市

・宮城県仙台市
・茨城県つくば市
・神奈川県川崎市
・神奈川県平塚市

出典：2026年2月24日_デジタル庁モビリティWG（第14回）資料 抜粋

・石川県小松市
・愛知県
・京都府
・香川県三豊市
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第３回 自動運転インフラ検討会の概要

○ 令和７年７月９日（水） １６：００～１８：００

○ 議事内容
１．自動運転の実現に向けたインフラ連携の取組について

２．自動運転に係る情報通信インフラの取組について

３．自動運転システムへの情報提供に関する対応の方向性について

４．ヒアリング（チューリング(株)）

５．今後の進め方について 第３回検討会の様子

第3回検討会の概要

議論のポイント

【高速道路】 自動運転ﾄﾗｯｸ実証実験

道路インフラに必要な各種基準等の作成
にあたり留意すべき事項の確認
通信インフラの在り方

【一般道】 路車協調・走行空間検討の取組

技術基準等の策定にあたり留意すべき事項の確認
信号情報等の提供について
自律型自動運転等とのインフラ連携の在り方
（AI・自動運転タクシー等WGの設置）

委員からの主な意見

全ての箇所でインフラ整備をすることができないため、道路環境に応じてどのような対策を行うべきか整理していく必要がある

先読み情報の提供について、落下物など突発事象と、工事規制情報など事前に把握できる情報は分けて考えたほうがよいのではないか

今回の高速道路実証は、道路インフラ側、車両側双方のニーズに即した形で、次世代 V2X 通信の有効性を実証することが重要

インフラ連携に関して、情報連携（connected）だけでなく、インフラとの協調（cooperative）の視点もあって良いのではないか

760MHz、5.8GHz、5.9GHz の通信帯域について、それぞれの特徴やメリデメを整理した上で今後の方向性が見える実験になれば良い

信号情報は自動運転車以外にも一般車両、歩行者など幅広いユーザーに有益であることから良い形で制度設計できることに期待 7



面的特定ルート

出典 ： Waymo 公式ブログ 2024年3月13日

・2024年度 新東名で実証実験開始

・2025年度以降 東北道で実証予定

・2027年度（いすゞ）自動運転
トラック・バス事業を開始予定

物流サービス

＜自動運転トラック＞

・2022年度 初めてのL４許認可
（福井県 永平寺町）

・2025年12月時点 9箇所でL４許認可

・2025年 日産
：運転席無人走行試験開始

・Waymo
：日本での自動運転タクシー

事業参入の動き

提供：上士幌町
提供：RoAD to the L4テーマ３コンソーシアム

・合流支援、先読み情報提供（車線別）

→基準・提供フォーマット作成
・運行管理との連携

→運行管理の枠組み構築

・工事規制情報等の提供
（自動運転向け道路交通情報等）
→収集・提供の枠組みの検討

・車両データの活用
（リアルタイム交通動態把握、事故分析等）

→データ共有プラットフォーム検討

・路車協調ｼｽﾃﾑ
→技術基準作成
（事業者が占用可能な環境構築）

・走行空間整備
→ガイドライン作成

（重点配分の対象化等）

⇒上記の取組みについては、普及期における有人ドライバーや乗用車（L2++含む）向けの活用も想定

環境に応じた自動運転とインフラ連携の方向性（案）

● 高速道路の自動運転トラックや一般道の特定ルートを走行するバス、面的に走行する自動運転タク
シー等、サービス特性・車両技術・道路環境等を踏まえた道路インフラと自動運転車との連携を志向

高速道路 一般道

ユースケース

車両

開発経緯等

＜自動運転タクシー＞＜バス＞

道路インフラ
連携の方向性(案)

■道路環境等に応じた道路インフラ連携の方向性
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特定ルート
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● 令和7年3月3日から新東名高速道路において、レベル４自動運転トラックの実現を支援する路車協調シ
ステムの実証実験を実施するとともに、乗用車（有人ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ）への活用も視野に入れた実証を予定

● 令和8年は新東名高速道路での実証結果等を踏まえ、合流長が短いなどより厳しい道路構造を有する東
北自動車道(佐野SA～大谷PA)における実証実験を予定

新東名高速道路における実証実験

自動運転トラック実証実験
（自動運転車優先レーン）

合流支援
被合流支援

新東名・新名神（6車線）

新東名・新名神（4車線）

＜車載装置＞
・LiDAR、センサ、カメラ等

至 大阪
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合流支援情報提供イメージ
自動運転トラックの本線合流を支援 先読み情報提供イメージ

V2I通信等

検知：通報等、
車両プローブ等

V2I

工事規制

落下物

交通事故

自動運転トラック

車線変更等
車両制御への
活用を想定

駿河湾沼津SA（下）、遠州森町PA（下）、浜松SA（上）

出典：VICSセンター

自動運転車優先レーン

駿河湾沼津SA
～浜松SA

区間

優先レーン
（第一通行帯）

専用・
優先

２２:００～５:００
（土日祝日、特定日を除く）

時間帯

車両の開発状況等を踏まえ道路インフラに必要な各種基準等・パッケージを策定

※本線車両に対しても道路情報板により合流接近を周知

合流区間開始地点では
本線車両①～③は自動
運転車両から検知不可
↓
特に合流時に支障となる
可能性がある車両は②③
↓
路側センサでの車両情報
を元に速度調整し隙間に
合流

車両①

写真：浜松SA（上り）より

車両②

車両③

自動運転車両

路側センサ

路側情報
（本線車両の速度、位置等）



・車両寸法が大きい（全高（3.8ｍ）、全幅（2.5ｍ）、全長（12ｍ））

→ 車線変更には広い車間距離が確保されていないと車線変更出来ない
・運動特性の違い（車両により異なるが一般的に合流時など乗用車は大型車の1.3～2倍の加速を有する研究結果もあり）

→ 急発進、急加減速、急操舵が乗用車と比べ弱く、余裕を持った制御が必要

新東名高速道路における実証実験（インフラから支援の必要）

● 物流を支える大型車は、車両寸法が大きく、重量が重いため、運動特性に制約があるなどの特徴を保有
● その特徴から急加減速、急操舵などが乗用車と比較して弱く、早めの判断が必要

大型車は円滑で安全な走行のために早めの判断やより遠方の情報が重要であり、本線車両の挙動

把握が必要な本線合流や遠方の情報を提供する先読み情報などのインフラからの支援が重要

大型車の特有の特徴

加減速で対応可
能な範囲で車間
距離が広い合流
部の判断が必要

＜IC等における合流＞

情報提供により
事前調整が可能 先読みの似たような絵

自動運転トラック

＜本線における先読み情報＞

情報提供なし 情報提供あり

情報提供あり

情報提供なし

先読みの似たような絵

車載センサで
検知した時点
から車線変更

情報提供により
早めの事前調整
が可能
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新東名高速道路における自動運転トラックの実験項目と検証内容

合流支援情報提供 先読み情報提供

自動運転車優先レーン 道路管理者の役割

大型車が苦手とする合流時に本線の走行情報を提供することで
円滑で安全な合流ができるのではないか。

大型車が苦手とする車両の検知範囲外の遠方の道路情報を提供することで
道路工事規制の回避など円滑で安全な車線変更ができるのではないか。

走行しやすい環境として自動運転車が優先されるレーンを設定す
ることで自動運転車両が円滑で安全な走行が可能ではないか。

無人の車両が走行する環境において、例えば事故や故障など緊急
時において、道路管理者は無人車両への特別な対応が必要なのか。

路側処理装置

合流支援情報提供

自動運転トラックが
円滑で安全な合流

車両検知センサ

本線の走行情報（車の速度、
位置など）を事前に検知

管制センター

道路情報検知センサ・カメラ

先読み情報提供

自動運転トラックが
円滑で安全な車線変更

遠方の道路情報（規制、
事故など）を事前に検知

特定自動運行主任者

連携
遠隔監視システム

道路管理者が無人
車両へ特別な対応

自動運転車両の
事故など緊急時

道路管理者

道路側 車両側

自動運転車の優先レー
ンを設定することにより、
自動運転トラックが円滑
で安全な走行

12

自動運転車優先レーン

道交法の規制により優先
レーンを設定するとともに、
注意喚起看板、情報板な
どにより優先レーンであ
ることを周知



＜参考＞実証実験の検証項目

検証内容検証項目

• 適切な情報を生成できたか
• 適切なタイミングで情報を処理・検知できたか 等適切な情報の生成と検知

合流支援
の有効性検証

合
流
支
援

情
報
提
供

• 安全に合流できたか（合流車両との衝突余裕時間※１等）
• 円滑に合流できたか（本線車両の回避行動等） 等安全・円滑な合流

• 合流成功割合（手動介入なしに自動で合流できたか）等合流事象全体

• 障害事象の情報を検出できたか
• 車線情報の有無 等情報の利用可否

先読み情報
の有効性検証

先
読
み

情
報
提
供

• 情報提供により、事前にリスク回避が出来るか
（適切な先読み情報の提供タイミングと内容） 等リスク回避挙動

• リスク回避の際、快適に走行できたか（加速度） 等安全・円滑な走行

• 優先レーンによる車線分担率の変化（車線別交通量）等車線別交通量の変化
優先レーン
の有効性検証

優
先

レ
ー
ン • 自動運転車両が優先レーンを円滑に走行できたか 等走行の円滑性

• 異常が発生した場合に道路管理者として必要な情報はなに
か（異常状況把握、位置情報の正確性） 等異常発生時の運行監視

車両監視、道路
管理者としての
関わり方

道
路
管
理
者

の
役
割

■高速道路の取組

※１）衝突余裕時間（Time To Collision）：現在の相対速度が維持された場合にあと何秒で衝突するかを表す指標
13



合流支援情報提供の概要（浜松SA（上り）での実験事例より）

①合流区間 開始時

②合流区間 終了時（約30秒後）

車両1 車両2

自動運転トラック

車両1

路側センサ検知区間
車載センサ検知範囲

（イメージ）

自動運転トラック
車両2

合流区間 開始地点

路側センサの情報を元に加速タイミングを調整することにより、車両間に円滑に合流

車載センサでは検知できない本線走行車両の情報（速度、位置等）を路側センサで検知し、自動運転トラックに提供

車両1 車両2

実験の概要

車両1 車両2

車線変更

14

自動運転トラック



合流支援情報提供の有効性

【課題】ﾄﾗｯｸは乗用車と比べ加速性能が低いため、合流ﾀｲﾐﾝｸﾞの調整幅が少ない
【検証】自律走行では円滑な合流が難しい状況に対して路側情報で円滑で安全な合流を支援できるか
【結果】路側情報の提供を行うことで、円滑で安全な合流※１の割合が増加したことを確認

加速車線が短い場合等への対応などについて引き続き検討が必要

1．ハードノーズ
端からフル加速２．そのまま合流可能

（速度調整なし）

② 合流支援情報により加速タイミングを調整して合流

① 加速車線で加速タイミングを調整せずに合流（ハードノーズ端からフル加速）

40km/h

70km/h

実験の結果分析の内容

【交通への影響】 本線後続車の回避行動(第２レーンへの変更)

【有効性の評価】

合流支援あり（N=７４）

合流支援情報により
加速タイミングを

調整して合流

合流支援なし（N=48） 合流支援情報を活用して円滑な
合流ができたケース（N=２０）

回避あり

回避なし回避なし

8.3％

１００％91.7％40km/h

70km/h

加速
定速

加速

1．計算したタイミングに
合わせて加速２．加速タイミングの

調整により合流可能
（フル加速の場合は合流不可）

０．路側機から事前に
情報を取得し加速の
タイミングを計算

加速車線で
加速タイミングを
調整せずに合流

※ テーパー終了地点を合流位置とした
今回の実証の結果を用いた分析

テーパー
終了地点

15

テーパー
終了地点

※１：（円滑で安全な合流）自動運転トラックが本線合流時に周囲の交通に対して影響（ブレーキ等）を与えない合流

※２：（安全距離）前後の車両に影響がないと判断される状態が確保できる車間距離

※３：（合流判断）安全距離以下の場合、各車で合流判断

本線車の影響により
安全距離※２以下の車間距離で合流判断※3

連結路

6４％
２７％

９％



先読み情報提供の有効性

実験の概要 配信内容と受信状況

【課題】トラックの特性上、乗用車と比べ車線変更に時間を要するため、余裕を持った対応が必要
【検証】事前に道路交通情報（規制や工事等）を提供し、円滑で安全な車線変更を支援できるか
【結果】先読み情報提供により、規制を伴う事象に対して、車線変更を行う一連の流れを確認。事象が

発生している車線情報等の充実など、提供情報の更なる高度化が必要

実証実験での
受信状況

配信内容
情報の種類

車線情報位置情報

○○規制の開始～終了
(最小キロポスト[100m単位]で入力可)

規制情報
（工事等）

○ースポット情報
(最小キロポスト[100m単位]で入力可)

故障車

○ースポット情報
(最小キロポスト[100m単位]で入力可)

路上障害物
（落下物等）

① 車線情報が配信された場合、適切に事前の車線変更が可能であった
② 情報の種類や現場状況によっては配信されていない情報もあり
③ 位置情報については特段の問題は見られなかった

実証結果

円滑で安全な走行を支援するため、先読み情報の収集方法や
提供方法の高度化が必要 先読みで取得した規制情報

道路情報検知センサ・カメラ

先読み情報提供

自動運転トラックが
円滑で安全な車線変更

遠方の道路情報（規制、
事故など）を事前に検知
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自動運転車優先レーンの有効性

実験の概要 実験の結果

■時間帯交通量および大型車の第一通行帯利用率

データ：NEXCO中日本（without：R6.10｜with：R7.10）
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平均断面交通量(全車) 平均断面交通量(大型車) 第1通行帯利用率（大型車）(台/h)

【課題】実証にあたり、実証車両がより円滑で安全に走行するための配慮が必要
【検証】自動運転車優先レーンを設定することにより、周囲の交通挙動に変化があるか
【結果】自動運転車が占める割合が少ないこともあり、顕著な変化は確認できなかった

一方、自動運転トラックの乗車者からは更なる認知の向上や理解醸成が必要だという声あり

道路情報板標識 自動運転優先レーン適応時間帯において、80km/hで走行する自動運
転トラックの前方に、70km/h未満の低速先行車が1分間以上、走路を
譲らない場面があった 認知向上及び交通社会の理解醸成が必要

■ドライバーの感想一例

●日時:平日22:00～翌5:00
(※年末年始、GW、お盆等の混雑時期を除く)

●区間:新東名高速道路
(駿河湾沼津SA～浜松SA 上下)

●車線:上記区間の第一通行帯(左車線)
●優先車両:自動運転実験車
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道路管理者の役割の検証

NEXCO中日本ヒアリングを踏まえた評価結果実施事項場面

• 異常時に道路管理者が迅速かつ円滑な対応を行うために必要となる最低限のデータ項目
（周辺の映像・異常が生じている場所等）を確認できた

• 一方、詳細な実施内容について、関係者間の役割分担を明確化する必要があることを確認

• 緊急時の一連の流れ（連
絡対応）の試行

• データ連携の有効性評価
異常時

車両ID
メーカー
目的地
緯度経度

日時
進行方向
車速（輪速）
重量

積荷
エラー(パンク)
映像・音声
関係者の連絡先

【課題】無人の自動運転車は、緊急時（事故・故障等）にこれまでと異なる対応が求められる可能性
【検証】緊急時の一連の流れを模擬的に実証し、連携に関する課題等を確認（＠NEXCO中日本管制センター）

【結果】道路管理者が現行の道路管理と同等の対応をするために必要最低限の項目を確認
一方、実装に向けては、詳細な連携（役割分担等）や流れ（連絡体制等）の更なる検討が必要

現場措置業務実施者
（担当：テーマ３）

道路管理者側（NEXCO中日本管制センター）

道路管理者
（担当：NEXCO中）

特定自動運行主任者
（担当：テーマ３）

車両側（テーマ３）

現場＠新御殿場IC駐機場

管理隊
（担当：NEXCO中）

IP無線

連絡体制

IP無線

データを連携

遠隔監視システム
（車両側）

遠隔監視システム
（道路管理者側）

現場を想定＠別室 異常発生
現場対応

現場対応
（模擬）

駆け付け
指示

• 車両側から道路管理者の通報

• 道路管理者から管理隊の指示 等

現場確認
応急措置

• 車両側、道路管理者の状況確認と

応急措置の状況共有 等

レッカー
車手配

• 車両側から道路管理者にレッカー手配

の必要性と到着見込み連絡 等

車線規制
解除

• レッカー対応終了後、道路管理者から

管理隊に規制等解除の指示

異常発生を再現（ボタン押下）

実験の概要

実験の結果

■緊急時の一連の流れを模擬的に実証（NEXCO中日本管制センター）

■異常時に連携されたデータ

■緊急時を想定したデモ

18



実証結果

総合実証の走行方法

総合実証のとりまとめ
出典：令和7年度 無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業（テーマ3）報告書 より

● 自動運転車優先レーン設定区間（駿河湾沼津SA～浜松SA）において、SA/PA発車から路車協調システ
ムも活用した合流、本線走行、分流、駐車まで連続したハンズオフ自動運転を実施した。一連の走行
では、自動運転システム上の大きな問題は認められなかった。

● 一方で、交通規制の在り方や情報提供の精度向上等、運用及びルール面での課題が存在することが
明らかとなった

事象例場面

SA/PA内制限速度走行時のあおり運転発車

加速車線上の駐車、周辺車両のリスク挙動合流

接触リスクのある他車合流本線走行

分流後の連絡路のはみだし駐車分流

自動発信～合流～分流～自動駐車まで一連のハンズオフ自動運転を実施

一連の走行では、自動運転システム上の大きな問題は認められなかった
一方で、以下のような運用・ルール面での課題につながる事象に遭遇し、手動介入する場面も見られた

加速車線における駐車車両 合流時における周辺車両の行動
（イメージ）

自動運転車
より先に合流

自動運転車合流直前に車線変更

浜松SA（上り） 駿河湾沼津SA（上り）

浜松SA（下り） 駿河湾沼津SA（下り）

手動駐車・自動発車 自動駐車・手動発車

手動駐車・自動発車自動駐車・手動発車

手動走行 ハンズオフ自動走行

一般車用駐車マス 実証実験用駐車マス
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新東名高速道路における自動運転トラックの走行状況
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車両①

車両②

車両③

路側センサ

今後の検証方針

佐野SA・SIC

大谷PA

東京

東北自動車道（6車線）

東北自動車道（4車線）

東北自動車道

宇都宮IC

川口JCT

実
証
実
験
区
間

都賀西方SIC

栃木IC

鹿沼IC

北関東自動車道

圏央道

先読み情報提供イメージ

出典：VICSセンター

自動運転車優先レーン

佐野SA～大谷PA区間

優先レーン
（第一通行帯）

専用・
優先

２２時～翌５時
（土日祝日、特定日を除く）

時間帯

● 東北自動車道(佐野SA～大谷PA：約40㎞区間)において、自動運転の走行を支援する実証実験を予定

■実証実験箇所

■実証実験（案）

■検証内容（案）

東北道における検証新東名における結果事項

・新東名より条件が厳しい環境で実施

（合流車線長：約200m）

・合流支援による円滑な合流を支援
できたことを確認

（合流車線長：約500m）

合流支援
情報提供

・車線別の情報を提供
・事象の常時把握
（路側施設の充実、車両への提供
フォーマットの変更）

・車線別の情報提供が一部に留まる
・事象の即時性が必要先読み

情報提供

・関係者間の役割分担を明確化・緊急時の一連の流れを確認し、緊
急時の連絡体制の確保の必要性を
整理

道路管理者
の役割
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※実証にあたっては、大型トレーラータイプや乗用車も対象

合流支援情報提供イメージ
自動運転トラック等の本線合流を支援

合流区間開始地点では
本線車両①～③は自動
運転車両から検知不可
↓
特に合流時に支障となる
可能性がある車両は②③
↓
路側センサでの車両情報
を元に速度調整し隙間に
合流

路側情報
（本線車両の速度、位置等） ※本線車両に対しても道路情報板

により合流接近を周知
東京

佐野SA・SIC

大谷PA

広範囲地図

落下物等を検知

車両①

V2I通信等 自動運転トラック等
（車線変更等、車両制御への活用を想定）

検知（落下物等）
（通報等、車両プローブ等）

車両①は遠方の落下物等を車載センサでは検知不可
→落下物を車載センサで検知してからでは急挙動の恐れ
→路側センサで検知した遠方情報を元に事前に車線変更

事前に車線変更

※画像の一部は生成AIにて作成



東北自動車道における実験協力者の公募（案）

【実験目的】
東北自動車道（佐野SA～大谷PA）において、自動運転トラック（トレーラータイプ含む）や乗用

車（有人ドライバー含む）に対する路車協調の有効性等の検証を目的とした実証実験を行うため、
参加者の公募を行う。

（２）実験期間

実施準備完了時から実験終了まで

①日本国内に車両の研究開発拠点を有し、高速道路での自動運転車両の開発実績を有すること。
②本実験の開始までに自動運転車両の準備（調達等）が可能で、路側機からの情報を確実に受信できる

こと。（ 車両制御 （レベル４相当）への活用を基本とすること）
③本実験に協力可能な体制を確保し、必要となる費用を分担できること。
④効果検証に必要となる各種情報およびデータ等を無償で提供し、実験の検証と評価に協力すること。 等

①合流支援情報の提供 ②先読み情報（落下物・工事規制等）の提供
③その他インフラ側の支援に係る検証

（１）実験項目 ※詳細な検証方法や評価手法等については、採択後、実験参加者及び関係機関等で協議のうえ決定

【実験内容】

【参加要件】

［周波数］ V2I通信（5.8GHz） 等 ［通信規格］ ARIB STD-75、ARIB STD-88、ARIB STD-110

※今後、関係者との調整により変更の場合あり

［データセット］ 電波ビーコン 5.8GHz 帯仕様書集ダウンリンク編
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新東名高速道路における乗用車の実証実験概要
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●新東名における乗用車等の路車協調システムの実証実験について、2025年４月の公募を経て、2025年
６月に、「実証実験テーマ③コンソーシアム※」、「SUBARU」の２者を採択。
※テーマ③コンソーシアム…代表：トヨタ自動車（株）と（株）NTTデータ、日本電気（株）の三社体制

概要合流支援の実証実験テーマ

・制御支援による有効性検証
・各車連動による安全で円滑な合流の

有効性検証(実車・シミュレーション）
・ドライバーへ情報提供の有効性検証

インフラ協調型 合流支援の有効性検証
路側センサが本線走行車両の位置・速度等を検知、合
流側実験車両に情報提供。実験車両は合流前に速度調
整等を行い、安全・円滑に本線合流する。

●新東名における乗用車等の路車協調システムの実証実験では、主にシステムの基本性能・安全性・円滑
性・受容性の４つの観点から評価を行う予定。

主な評価項目

受容性円滑性安全性基本性能

合流車両・本線車両への通
知内容に対するドライバー
受容性

本線の平均速度
本線車両の回避行動の
有無

本線車両との衝突余裕
時間や車間
急減速時間・回数

システム全体の処理
時間
合流成否割合

情報提供の例 制御支援の例 トヨタ 試験車 SUBARU 試験車



目次

○ 最近の動向

○ 前回の振り返り

○ 高速道路の取組

○ 一般道の取組

24



一般道の自動運転移動サービスに求められるインフラ支援

車載センサでは検知が困難な道路状況を道路に設置するセンサ等
で検知し、自動運転車へ情報提供（安全で円滑な走行を支援）

自動運転の継続や交通全体の安全性向上に資する走行空間を整備

● 地域公共交通サービスの維持・確保という課題の解決策として、自動運転の活用が期待

● 道路インフラから自動運転車両に対して交差点等の状況を提供する路車協調システムや、自動運転の継続
及び交通全体の安全性向上に資する走行空間の整備により、自動運転移動サービスの実現を支援

路車協調システム 走行空間整備
R6年度 ： 22自治体
R7年度 ： 13自治体
R8年度 ： 4自治体

技術基準等（設置基準・点検要領）の作成 ガイドライン等（事例集）の作成

①交差点センサによる
対向車等の検知

②自動運転車に提供

③車両制御

対向車

歩行者

自動運転車

千葉県柏市

自動運転バスと自転車の通行空間の分離路車協調システムのイメージ

道路法上の自動運行補助施設に対応する

25

R6年度 ： 9自治体
R7年度 ： 2自治体
R8年度 ： 1自治体



2025年度 実証実験の採択概要

● 路車協調システムに係る技術基準（案）および走行空間整備のガイドライン（案）の作成に向け、
14自治体で実証実験を実施

26

北海道 上士幌町

大阪府 堺市

北海道 千歳市

茨城県 日立市

新潟県 弥彦村

石川県 小松市

愛知県 春日井市

大阪府 四條畷市

兵庫県 西宮市

広島県 福山市

かみしほろ

ちとせ

さかい

やひこ

こまつ

しじょうなわて

にしのみや

ふくやま

かすがい

ひたち

茨城県 常陸太田市

栃木県（下野市）

岐阜県 岐阜市

しもつけ

ぎふ

ひたちおおた

千葉県 柏市
かしわ

【走行空間】 ※報告書ベース

シートベル
ト着用有無

乗車方法
運行計画上
の最高速度

路側機通信方式運行管理システム提供使用車両自治体No

全席有
全席着席(オペ
レーターのみ

立席)

20km/h
未満

ＦＩＲカメラセルラー４Ｇ
上士幌町

タクシー（有）

BOLDLY
BOLDLYARMA上士幌町1

無全席着席50km/hＦＩＲカメラ７６０ＭＨｚ
A-Drive

アイサンテク
ノロジー

アイサンテクノ
ロジー

エルガ千歳市2

無全席着席35km/h
可視光カメラ
ＬｉＤＡＲ等

７６０ＭＨｚ
/セルラー４Ｇ

ティアフォーティアフォーMinibus日立市3

全席有全席着席18km/hＬｉＤＡＲ７６０ＭＨｚマクニカマクニカEVO常陸太田市4

無
着席

立ち乗り
40km/h可視光カメラＬ５Ｇ/Ｖ２Ｉ先進モビリティ

先進モビリティ

三菱重工業
エルガミオ

栃木県
（下野市）

5

全席有全席着席20km/hＦＩＲカメラ７６０ＭＨｚBOLDLYBOLDLYMica弥彦村6

無乗客無し35km/h可視光カメラセルラーＬＴＥBOLDLYティアフォーMinibus小松市7

一部有全席着席19km/h
ＬｉＤＡＲ/
可視光カメラ

セルラー４ＧBOLDLYBOLDLYARMA岐阜市8

無全席着席12km/hＬｉＤＡＲ
４Ｇ/ＬＴＥ/

５Ｇ
エクセイドエクセイドAR-07春日井市9

無全席着席1９km/h
ＬｉＤＡＲ
ＡＩカメラ

４ＧＬＴＥエクセイドエクセイドAR-07四條畷市10

無全席着席35km/hＦＩＲカメラ７６０ＭＨｚ先進モビリティ先進モビリティBYD J6堺市11

無全席着席35km/h可視光カメラ７６０ＭＨｚティアフォーティアフォーMinibus西宮市12

無全席着席40km/hＬｉＤＡＲ７６０ＭＨｚティアフォーティアフォーMinibus福山市13

シートベルト
着用の有無

乗車方法
運行計画上
の最高速度

対策内容システム車両自治体No

無全席着席40km/h

自動運転バスの路面標示
（ピクト・カラー線）
対向左折車対策

（第2車線侵入抑制）
ゼブラゾーンの縮小／消去
自動運転バス向けのバス停構造の検討

先進モビリ
ティ

エルガミオ柏市1

無全席着席４０km/h停車帯の拡幅（荷捌きｽﾍﾟｰｽの確保）
先進モビリ

ティ
BYD J6堺市2

■2025年度 実証実験実施箇所

【全国14自治体】
路車協調：13自治体
走行空間：2自治体

【路車協調】 ※（ ）：実施主体が自治体ではなく都道府県の場合を示す ※報告書ベース

2023年度 2024年度 2025年度

＜実証実験期間の推移＞

(日)



＜参考＞路車協調の活用事例

情報提供あり（With）
遠方の対向車が検知可能

情報提供なし（Without）
遠方の対向車が検知不可能

情報提供あり（With）
大型車の死角を検知可能

情報提供なし（Without）
大型車の死角を検知不可能

広島県 福山市石川県 小松市

課題：遠方の対向車が車載センサで検知できない
路車協調により車載センサでは検知できない
物標を検知し、安全で円滑な走行を支援

信号交差点の右折 信号交差点の右折

課題：対向大型車の死角を車載センサで検知できない
路車協調により車載センサでは検知できない
物標を検知し、安全で円滑な走行を支援
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路車協調システムの有効性

● 路車協調システムの活用により『信号交差点の右折』の手動介入発生割合は、10.6ポイント減少。
● 手動介入要因のうち、特に減速・加速の発生割合が大きく減少。

発生

14.5%
（63件)

未発生

86%
（372件）

発生

3.9%
（22件）

未発生

96%
（536件）

without with

約10.6ポイント減少

【手動介入発生割合】

ユースケース発生便数：435 ユースケース発生便数：558

6.4%
（28件）

3.7%
(16件)

2.1%
(9件)

0.9%
(4件)

1.4%
(6件)

0.5%
(3件)

1.8%
(10件)

0.5%
(3件)

0.0%

1.1%
(6件)

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

減速 加速 方向修正 停止 その他

【手動介入発生時の車両操作状況】

Without With

減速 加速 方向修正 停止 その他

約5.9
ポイント減少

約1.9
ポイント減少

約1.5
ポイント減少

約0.9
ポイント減少

約0.3
ポイント減少

Ｍｉｎｉｂｕｓ（ティアフォー社） エルガ（いすゞ社）

・評価対象の地域 ：千歳市、日立市、小松市、堺市、福山市
・昼間12時間交通量：平均 10,701台

実験の概要

実験の結果

（例）遠方の対向車両を車
載センサで検知できていな
い状態で、交差点に進入し
たため手動介入で減速

（例）車載センサでは検知
できない対向車両の死角か
ら飛び出した物標との衝突
を回避するために加速

J6（BYD社）
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設置にあたっての課題、システム運用時の不具合事例

● 栃木県下野市では、路側カメラの固定部材の沈み込みにより画角が変化し検知性能に影響が発生

⇒固定方法の見直しにより約6時間で復旧

● 大阪府四條畷市では路側LiDARの処理プログラム不備により誤った情報が提供され手動介入が発生

⇒メーカによる原因調査とプログラム修正により約19日で復旧

＜大阪府 四條畷市の事例＞

＜事象の概要＞
• 路側の物標検知用カメラが、設置後の経過とともに

支持部が数mm単位で沈み込み、画角にズレが生じた。
• 検知対象となる物標が画面内に収まらず、検知性能

に影響が生じた。

＜対策＞
• 要因となった緩衝材を撤去し、固定ベルトにゴムカ

バーを装着し、ずれが生じないよう再固定を実施。

＜復旧までの時間＞
• 設置工事後の現地確認時に異常を発見し、復旧まで

に要した時間は約6時間であった。

（右：対策前、左：対策後）

※本事象は路車協調システムの実証試験開始前に確認された
ものであり、実証結果への影響はない。

＜栃木県 下野市の事例＞

＜事象の概要＞
• 路側LiDARで対向車を検知しており、本来は停止すべ

き条件であったが、処理プログラムに不備があり、
『交差点を通過可能』という判断が発生した。

• この誤判断により、交差点進入時に想定と異なる挙動
が発生し手動介入が複数回発生した。

＜対策＞
• 現場責任者がメーカーへ不具合を報告し、原因調査を

実施、処理プログラムを修正・更新。
• 修正後、停止判断が適切に行われることを確認し復旧。

＜復旧までの時間＞
• 計画段階と異なる挙動を確認後、プログラム修正を実

施し、復旧までに約19日間を要した。

＜復旧までの運行方針＞
• 誤って通過判断となった場合は、手動介入により対応。

（LiDARでの受信情報の表示イメージ：平常時） 29



R8年度の路車協調システムの実証方針（案）

○ 道路管理者と運行事業者等の役割分担の明確化
路車協調システムの運用にあたっての維持管理等
の事例を収集・整理したうえで、道路管理者・運
行事業者等の役割分担を明確化

○ 車両側ニーズを踏まえた情報提供要件の整理
情報取得範囲、状態監視項目、異常時の提供情報

について、路側設備が備えるべき機能の明確化

○ 長期運用を見据えた対応
長期運用を見据えた点検や障害検知の役割分担や

方法等を検討

● 路車協調システムの設置や維持管理等
の運用について、自治体等に運用の知
見が少ない。また、役割分担が不明確

● 必要とする情報の内容・性能等の要件
が不明確

● 異常時対応の運用が不明確。長期運用
におけるリスク管理および障害対応の
検証が必要

R７年度までに明らかとなった課題等 R8年度の実証にあたっての留意点

R8年度の路車協調の実証にあたっては、下記の点に留意し、
実施

● R7年度までに様々な環境やユースケースにおいて、路車協調システムの実証実験を実施し、インフラ支援
の有効性を確認するとともに技術基準等の作成に必要な知見を収集。

● 一方、路車協調システムの社会実装にあたっては、設置から管理に至るまで一連の運用に係る知見が必
要となることから、R8年度にあたっては自動運転の実装が近い先行的事業化地域において実証を実施

■R7年度までに明らかとなった課題等 ■R8年度の実証にあたっての留意点

路車協調システムの実装に向けて、下記の点に留意
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N

つくばエクスプレス
柏の葉キャンパス駅

• ゼブラゾーンを縮小･消去
• 停止線をセットバック

東京大学
柏キャンパス

走行空間整備の有効性 【交差点での円滑性・輻輳対策】（千葉県柏市）

＜対策実施交差点＞ ＜対策状況および詳細図＞

＜交差点改良による対策効果＞
※同区間で実施した路面標示による効果も含む
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■１便当たりの手動介入発生回数（要因別）

● R6実証では、円滑な左折を支援するため停止線のセットバック、右折車線へ車線変更時に後続車との輻
輳対策として、ゼブラゾーン縮小を実施。

● R7実証では、追加対策としてゼブラゾーンの全消去を実施した結果、交差点部での1便当たり手動介入
回数は更に減少。一般ドライバーに対する安全性の向上も確認。

■整備に対する一般ドライバーの意見
停止線セットバックにより、対向右左折大型車
との接近の危険性が軽減されたと思う割合
（バス・タクシードライバーアンケート）

Lv.2区間

手動区間

対策前 Without

R６実証のWith

R7実証のWith

ゼブラ消去
停止線セットバック

ゼブラ横幅縮小
停止線セットバック

計0.22回/便

計0.１１回/便

計0.06回/便

停止線の
セットバック(6m)

ゼブラの
横幅縮小

R６実証のWith R7実証のWithWithout

停止線の
セットバック(6m)※継続

ゼブラの
全消去

※１

※2

※３

※１：（自動車交通の影響の例）
左折先の停車中の対向車に接近するため手動介入

※2：（周辺交通への配慮の例）
速度が遅い自動運転車の後続車等への影響に配慮した手動介入

※３：（自転車･歩行者の影響の例）
右左折時に横断歩道上の歩行者に接近したため手動介入

とても減ったと思う 全くそう思わないそう思わない減ったと思う どちらでもない



R8年度の走行空間整備の実証方針（案）

■R7年度までに明らかとなった課題等 ■R8年度の実証にあたっての留意点

走行空間整備の手順の整理に向け、下記の点に留意

● R7年度までの実証実験では、自動運転車両の技術レベルや特性、走行空間上の課題に応じて、必要とな
る対策や検討の観点が異なることが明らかとなった。

● R8年度の実証にあたっては、課題把握から対策検討、効果検証まで一連の手順を整理するとともに、各
地の実証実験ノウハウや知見を踏まえた検討を行う必要がある。

● 走行空間における課題への対応について、車
両の技術レベル（路上駐車回避機能の有無）
や車両の特性（ルールベース・E2E等）等を
踏まえて、対策内容を検討することが重要。

● 走行空間上の課題の把握手法や対策内容の選
定方法、効果の検証方法についての知見が不
足

● 対策による効果を適切に把握し、必要に応じ、
追加対策・改善を図ることが重要。

○ 走行空間上の課題と車両特性から事例整理
同様の課題への各地の対応事例を自動運転車両
の特性等の観点から整理したうえで、対策内容
を検討

○ 多様な検証方法の検討
各地で採用された課題の把握手法、効果検証方
法について整理し、把握した上で検証方法等を
確定

○ 走行空間整備の導入手順の整理
各地域における導入までの検討手法（課題把握
⇒対策実施⇒効果検証⇒改善）を整理し、実施
計画に反映
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先行的事業化地域における実証実験（２０２6年度）

● 道路局ではデジタル庁が選定した先行的事業化地域（13地域）のうち、５地域と連携し、路車協調
システム及び走行空間整備の実証実験を実施

■先行的事業化地域（2026年度）

EVO （Navya社） Ｍｉｎｉｂｕｓ（ティアフォー社） エルガEV（いすゞ社）

【使用車両（例）】

ポンチョ（日野自動車）

長野県 塩尻市
しおじり

大阪府 堺市
さかい

愛知県 神奈川県 平塚市
ひらつか

神奈川県 横浜市
よこはま

宮城県 仙台市
せんだい

石川県 小松市
こまつ

茨城県 日立市
ひたち

兵庫県 神戸市
こうべ

道路局事業システム車両自治体No

ー日産自動車セレナ神奈川県 横浜市
最
新
技
術
活
用
型

1

ー日産自動車セレナ兵庫県 神戸市2

ーnewmo
セレナ
IONIQ5

大阪府 堺市3

走行空間
（歩車分離等）

先進モビリティ
ティアフォー

エルガミオ
Minibus 2.0

茨城県 日立市
運
行
エ
リ
ア
拡
大
型

4

ーティアフォーMinibus 2.0長野県 塩尻市5

ーティアフォーエルガEV神奈川県 平塚市

技
術
的
課
題
解
決
型

6

路車協調
（信号交差点右折等）

ティアフォーMinibus 2.0茨城県 つくば市7

路車協調
（無信号交差点右折等）

ティアフォー
先進モビリティ

Minibus 2.0
ポンチョ

宮城県 仙台市8

ーティアフォーMinibus 2.0石川県 小松市9

ー先進モビリティエアロエース愛知県10

ーティアフォー
Minibus 2.0
エルガEV

神奈川県 川崎市11

路車協調
（信号交差点右折等）

アイサンテクノロジー
Minibus 2.0
エルガ

京都府12

路車協調
（無信号交差点右折等）

NAVYAEVO3香川県 三豊市13

茨城県 つくば市

神奈川県 川﨑市
かわさき

京都府

香川県 三豊市
みとよ

【全国13自治体】

：走行空間整備（1箇所）

：路車協調（4箇所）
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【主なコメント】

＜参考＞AI・自動運転タクシー等WG

■ 道路情報について

■ 自動運転車両の開発動向について

現状、自治体の工事規制等の道路情報は十分に電子化されておらず、デジタル化するにも費用対効果が十分でない
道路工事等で乗降場の位置が変わる場合には、自動運転車両に対して適切な情報提供が出来るよう、制度づくりが必要

■ 自動運転車両等との情報連携について
自動運転サービス（旅客輸送）では、お客様を目的地へ確実に送り届けることが求められるため、乗降地の情報や目的地までの工事情報等は重要となる
現在の道路交通情報（規制情報等）が自動運転車両に活用可能かに加え、自動運転サービスに必要な情報の精度等を検討する必要がある

事前に工事や事故情報の提供があれば、効率的な運行計画を立てることが可能となり、無意味な車線変更などの無駄な行動を減らすことによる交通安全
や渋滞削減に加え、結果として交通全体の最適化を図ることができる可能性がある

■ 道路空間の最適活用について
事前に工事や事故情報の提供があれば、効率的な運行計画を立てることが可能となり、無意味な車線変更などの無駄な行動を減らすことによる交通安全
や渋滞削減に加え、結果として交通全体の最適化が図れる可能性がある
有人ドライバーは運転行動に幅があり、他車の交通流を乱す場合（過度な追い抜き等）があるが、自動運転は行動をある程度コントロールができるため、
事前に情報をもらうことで最適な経路を導き出すことが可能となり、交通流の向上に期待できる
全体最適＝全体移動時間の最小とは限らない可能性もあり、多角的な検討が必要である
車両の安全な制御設定や全体最適のためのルーティング設定（必ずしも最速で目的地に到達するとは限らない）に対して、何らかのインセンティブを付
与する考えもあるのではないか。
交通流の全体最適は中長期的な課題のように思えるため、道路情報の提供と分けて、議論を進めていくべきではないか。
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【目的】
○ 自律型も含めた自動運転車とインフラの連携のあり方
を検討するにあたり、自動運転技術に関する最新の動向
を把握するための場を設置

【参加者】
（行政） 国土交通省、警察庁、総務省
（自動運転関係事業者） 日産自動車、Moplus、Turing
（自治体） 横浜市
（関係団体） VICS 、 JARTIC 、 DRM協会

E2E型の自動運転はカメラのみで自動運転を実現することを目指している。制御や判断はドライバーの運転を学習することで人間と同じような判
断が可能となっている。
基本的に人間にできてAIにできないことはなく、カメラの精度も良いため人間以上の運転が可能となることを目指している。
AI学習においては、人間の判断と同じような運転を目指しているため、カメラで判断できる情報が提示（工事看板等）されているなど人間が運転
しやすい道路はAIにとっても運転しやすいと言える



面的に走行する自動運転車両との情報連携に係る検討について

● 自律型も含めた自動運転車とインフラの連携のあり方を検討するにあたり、自動運転技術に関する
最新の動向を把握するための場として『AI・自動運転タクシー等ＷＧ』を設置し、３回開催。

● 関係者との意見交換を踏まえ、2026年度は２つの実証実験を実施することを想定。
① 自動運転車両等との情報連携実証 ② 自動運転社会における道路空間の最適活用

A B

（成果イメージ）
・A→Bへの全体最適な経路選択（車線情報あり）

（期待される効果）
・交通全体の最適化による総移動時間の減少
・車線変更などの抑制による事故・渋滞の削減

・工事規制情報
・落下物・障害情報 など

車両データ
• 目的地・出発地
• 走行データ など

道路情報の充実・高度
化

道路情報の活用

・デジタル化
・情報の提供

①自動運転車両等との情報連携実証

AIへの活用

道路情報
• 工事規制情報
• 落下物 ・・・・

空間情報

・道路構造
（設計速度、勾配、車線数等）

・道路上の統計データ

・平均旅行速度・交通量

・走りやすさ ・・・・

ルート２

ルート１

（成果イメージ）
・安全・円滑なサービスの提供・経路（車線等）選択

（期待される効果）
・自動運転車両の安全で円滑な走行
・道路状況の早期検知

車両データ情報
• 速度・加速度
• 出発地・目的地 ・・

②自動運転社会における道路空間の最適活用
・既存の道路交通情報に加え、工事規制などの道路情報や車両側の走行や

目的地等の情報を連携させることによる有効性の検証

・交通全体最適に資する道路情報や空間情報を連携し、有効性の検証
・AIを活用したシミュレーションによる経路選択変化や全体交通最適化の検証
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●自動運転車両の走行の継続、安全・円滑性の向上のため、道路情報と車両側の走行や目的地等の情報
を連携させる実証を実施。

●まずは、道路管理者が保有している道路工事に係る規制情報を共有し、その有効性を検証するととも
に、情報の精度や生成方法、効率的な配信方法の実証を実施する。

●将来的には道路工事情報以外の自動運転車両に有効な情報の深掘りや情報の連携手法の検討を実施。

工事情報を集約

自動運転システム
工事区間
工事車線
時間帯 等

規制情報を入力 等

道路管理者

工事情報の提供

配車システム

遠隔監視システム

道路管理者が保有している道路工事規制情報を集約

運行事業者は道路工事規制情報を受信し、自動運転システムへ反映

受信した情報に基づき、乗降地設定やルート変更など自動運転サービスへの活用

自動運転移動サービスへの活用

実証概要
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①自動運転車両等との情報連携の概要

※画像の一部は生成AIにて作成



②自動運転社会における道路空間の最適活用の概要
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（連携する情報のイメージ）

道路情報の例

・工事規制情報

・落下物 など

道路空間情報の例
・自動運転の走りやすさ

・道路構造（設計速度、勾配、車線数等）

・平均旅行速度 など

車両データ（民間）情報の例

・（位置に紐づいた）速度、加速度、衝撃、
空転、ワイパー、ウインカー作動等

情報を受信し、
経路を変更 A

B

路上駐車あり

B

A

渋滞発生

車線規制発生

情報連携あり（渋滞・規制情報を加味した経路選択）
交通状況を反映した経路選択や車線別の経路選択が可能情報連携なし（最短経路選択）

AIを活用したシミュレーションを活用し、今後の高度化された経路選択に必要な情報を検証

●自動運転社会において、AIを活用した自動運転車両の開発が進んでいる一方、ナビについても車両開
発に合わせた高度化が期待される。

●AIの進展に伴い高度化されたナビは、多様な情報をもとに、より最適なルートを選択することが期待
され、将来的には限られた道路空間を全体最適に活用できる可能性。

●連携する情報の検討とともに、シミュレーションによる経路選択変化や全体交通最適化の検証を実施。
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本日の議論の論点

論点

○ 新東名高速道路における検証結果・分析について

○ 東北自動車道における実証実験等の進め方について 等

＜高速道路の取組について＞

○ R7年度の実証結果およびR8年度の実証方針について

○ R8年度の情報連携に係る検討内容について 等

＜一般道の取組について＞
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